
 
令和元年 毎月勤労統計調査特別調査の結果（北海道分）  

調査結果の概要 
１ 賃 金 
  （１）きまって支給する現金給与額 

令和元年７月の常用労働者１～

４人規模事業所の月間きまって支

給する現金給与額は、調査産業計

では197,864円で前年比0.9％減と

なった（全国平均では197,196円で

前年比0.9％増）。 

産業別にみると、情報通信業は 

316,075円で前年比1.6%減、建設業

は245,275円で前年比4.2％減、金

融業，保険業は242,865円で前年比

7.9%増となった。（図１、表１）  
   （２）特別に支払われた現金給与額 

平成30年８月１日から令和元年

７月31日までの１年間に常用労働者１～４人規模事業所の賞与など特別に支払われた現金給与額

は、調査産業計では336,980円で前年比11.4％増となった（全国平均では247,634円で前年比5.1％

増）。 

産業別にみると、情報通信業は915,862円で前年比16.0%減、製造業は494,521円で前年比14.8%増、

卸売業，小売業は449,591円で前年比24.5％増となった。（表１） 

 (注) １ 調査結果は、北海道の１～４人の常用労働者を雇用する全事業所に対応するよう、個々に復元したものであり、総数と内訳の計が

必ずしも一致する訳ではない。以下同じ。    
   ２ 増減率は実数比較により算出した。以下同じ。 
   ３ 特別に支払われた現金給与額は、勤続１年以上の常用労働者について平成30年８月１日から令和元年７月31日までの１年間に支給さ

れた額を集計したもので、賞与のほか、ベースアップの差額追給分、慶弔費等を含む。 
   ４ 統計表中、サービス業とあるのは、サービス業（他に分類されないもの）のことで、「－」は該当数字がないもの、「χ」は数字が

秘匿されているものを表す。以下同じ。   



 ２ 労働時間・出勤日数 
  （１）労働時間 

令和元年７月の常用労働者１～４人規模事業所の通常日１日の実労働時間は、調査産業計では 

7.0時間で前年と変わらなかった（全国平均では6.9時間で前年から0.1時間減）。 

産業別にみると、情報通信業は7.8時間で前年から0.1時間減、建設業は7.5時間で前年と変わらず、

学術研究，専門･技術サービス業は7.5時間で前年から0.2時間増となった。 

 

 （２）出勤日数 
      令和元年７月の常用労働者１～４人規模事業所の出勤日数は、調査産業計では20.4日で前年から 

0.7日減となった（全国平均では19.8日で前年から0.1日減）。 

産業別にみると、建設業は22.1日で前年から0.5日減、製造業は22.0日で前年から0.4日減、サービ

ス業は21.2日で前年と変わらなかった。（表２、図２） 

                      



３ 雇  用 
 （１）雇用の動き 

令和元年７月の常用労働者１～４人規模事業所の常用労働者数は、調査産業計では89,304人で前年

から445人減となり、前年比0.5％減となった(全国では1,686,558人で前年から105,810人減となり、

前年比5.9％減となった。）。 

産業別にみると、卸売業，小売業は24,225人で前年比10.4％減、建設業は10,627人で前年比17.0

％増、サービス業は9,326人で前年比2.6%増となった。（表３、図３）  
 （２）常用労働者の分布 

常用労働者の構成比を産業別にみると、卸売業，小売業が27.2％と最も高く、次いで建設業が 

11.9%、サービス業が10.4%となった。（表３） 

 (注) 全国（調査産業計）の構成比は、北海道が全国に占める割合である。  


